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  一般会計予算決算常任委員会産業建設分科会審査日程 

 
日時 令和３年３月１５日（月） 

        産業建設常任委員会終了後 

令和３年３月１６日（火） 

午前９時～ 

場所 第１委員会室 

 

１ 議案第９号 令和３年度山陽小野田市一般会計予算について 

 

審査 
番号 

項  目 ページ 審査事業 担当部・課 

① 
6 款 農林水産業費 192-209  農業委員会事務局 

農林水産課 
11 款 災害復旧費 288-289  

② 

5 款 労働費 188-191  

商工労働課 7 款 商工費 1 項 1、2、5 目 

（ガラスのブランド化推進事業） 
208-219 18  19 

③ 

8 款 土木費 1 項 1 目～ 

4 項 1 目 

（山陽小野田市土地開発公社の行

う事業に伴う金融機関に対する債

務の補償） 

218-229 14 15  土木課 

④ 
2 款 総務費 3 項 2 目 

8 款 土木費 5 項 1 目～3 目 

110-111 

230-237 
16 17 都市計画課 

⑤ 

4 款 衛生費 1 項 3 目 

※4-1-3 は山口県合併処理浄化槽

普及促進協議会負担金、浄化槽設

置整備事業補助金のみ 

8 款 土木費 6 項 1 目 

174-175 

 

 

 

238-241 

 
下水道課、 

建築住宅課 
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⑥ 

歳入 

12 款 

13 款 1 項 

14 款 1 項 7 目 

2 項 1、6 目 

15 款 2 項 3、5 目 

16 款 2 項 6 目 

3 項 5 目 

19 款 1 項 6 目 

21 款 4 項 3 目 

22 款 1 項 6 目 5～8 節 

26-27 

28-29 

30-33 

 

 36-37 

42-45 

 

46-47 

54-55 

56-57 

 建設部 

⑦ 

歳入 

14 款 1 項 4～6 目 

2 項 1、4～5 目 

15 款 2 項 4 目 

16 款 1 項 3 目 

2 項 4～5 目 

3 項 4 目 

17 款 1 項 1、2 目 

19 款 1 項 3～5、11 目 

21 款 3 項 2～3 目 

4 項 3 目 5～7 節 

22 款 1 項 4～5 目 

28-33 

 

36-37 

38-45 

 

 

44-45 

46-49 

54-55 

 

56-57 

 経済部 

 

審査番号①のうち 6 款農林水産業費 1 項農業費 1 目農業委員会費及び 

審査番号⑦のうち農業委員会事務局担当分は１６日（火）午前９時からに固定

とします。 

 

※１ 審査は審査番号ごとに職員を入れ替えながら行う。 

※２ 審査の進行状況により、審査の前倒し、先送りを行うこともある。 

※３ 審査の方法は、審査番号ごとに次の順序で行う。 

⑴ 審査対象事業の説明及び質疑（複数ある場合は、１事業ごとに行う） 

⑵ 上記以外の部分の質疑 

 ※４ 項目の中の括弧書きは第２表債務負担行為に掲げる事 











【都市計画課】 

「厚狭駅南桜二丁目地区」地区計画の概要 

 

①地区計画の位置（モデル地区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②地区計画の目標 

 住民の憩いの場となる河川沿いの快適な歩行者空間及び多世代の交流の場とな

る公園を確保し、建築物等の制限を行い、子どもからお年寄りまで世代を超えて交

流できる良好な住環境の形成を図る。 

 

③土地利用に関する方針 

低層住宅地区 中低層住宅地区 

多世代がふれあい安心して暮らせ

る良好な住環境の形成を図る。 

子育て世代が安全で安心して暮ら

せる良好な住環境の形成を図る。 

 

④地区施設の整備の方針 

 桜川沿いでは水（桜川）と緑（さくら公園）の南北軸として歩道の緑化を図り、

美しい景観と歩行者ネットワークの創出に努める。また、地区内のコミュニティ形

成の核となるよう、さくら公園を多世代交流拠点と位置づけ施設の充実を図る。 

 

⑤建築物等の整備の方針 

 良好な住環境の維持・保全を図るため、建築物の用途等について、必要な規制・

誘導を行う。 

 

低層住宅地区 

中低層住宅地区 

面積 約 7.8ha 



　　　変動予測調査（第二次スクリーニング）箇所　２０箇所

内容：箇所ごとの地震時の安定性の確認

　　　　調査結果は公表することが必須

　　　　令和3年度は、現地確認を行うなどをし、
　　　　調査実施のための優先度を評価、計画
　　　　の策定を行う。

（Ｎｏ．９－１）
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宅地耐震化推進事業（大規模盛土造成地）の概要について

平成7 年（1995 年）の兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災）、平成16 年（2004 年）の新潟県中越地震、平成23 年（2011 年）の東日本大震災などにおいて、大規模に盛

土造成された宅地で滑動崩落による被害が多発した。国においてこのような宅地地盤災害を未然に防止または軽減し、宅地等の安全性確保を目的とした宅地造成等規
制法を平成18 年（2006 年）に改正した。あわせて、滑動崩落を防止するために必要な調査や工事などを支援する宅地耐震化推進事業が創設された。
山口県では国が推進する総合的な宅地防災対策の一環として、国のガイドラインに基づき大規模盛土造成地の概ねの位置と規模を示したマップを作成した。

１．大規模盛土造成地とは
（盛土造成地のうち以下の要件に該当するものを「大規模盛土造成地」と呼びます）

２．大規模盛土造成地の滑動崩落対策の流れ

３．社会資本整備総合交付金（防災・安全交付金）事業概要

⇒令和４年度まで１／２


